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令和7年度 決算公告 

 

さくら少額短期保険株式会社 

代表取締役 太田 暁宏 

 

令和7年度(令和8年 3月 31日現在)貸借対照表  

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）   （負債の部）   

現金及び預貯金 3,807,868 保険契約準備金 260,424 

 預貯金 3,807,868  支払備金 8,478 

有形固定資産 4,743  責任準備金 251,945 

 その他の有形固定資産 4,743 代理店借 362,395 

無形固定資産 29,788 再保険借 1,502,778 

 ソフトウェア 29,788 その他負債 243,014 

再保険貸 2,875,335  未払法人税等 40,775 

その他資産 69,517  未払金 151,031 

 未収金 35,422  未払費用 1,908 

 前払費用 3,327  前受金 47,584 

 その他の資産 30,767  預り金 1,713 

供託金 53,000 その他の引当金 12,279 

繰延税金資産 5,935 負債の部 合計 2,380,892 

    （純資産の部）   

    資本金 225,000 

    資本剰余金 50,000 

     資本準備金 50,000 

    利益剰余金 4,190,295 

     利益準備金 175,000 

     その他利益剰余金 4,015,295 

      繰越利益剰余金 4,015,295 

    株主資本合計 4,465,295 

    純資産の部 合計 4,465,295 

資産の部合計 6,846,188 負債及び純資産の部合計    6,846,188 
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貸借対照表の注記 

１．重要な会計方針に関する事項 

  (1) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法を採用しております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

       定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における 

使用可能期間(5 年）に基づいて償却しております。 

 （2) 引当金の計上方法 

      賞与引当金 

      従業員の賞与支給に充てるため、支給見込み額に基づき、引当金を計上しております。 

 （3) その他の計算書類作成のため基本となる重要な事項 

① 消費税の会計処理方法 

       消費税等（消費税及び地方消費税、以下同じ。）の会計処理方法は税抜方式によっております。 

       なお、資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用としております。      

② 連結納税制度の適用 

       連結納税制度を適用しております。 

 (4)  有形固定資産の減価償却累計額 2,657 千円 

 (5)   以下に掲げる金額 

① 保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条 

       第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額 

       出再支払備金は、69,354 千円です。 

② 保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に 

       相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額 

       出再責任準備金は、3,311,354 千円です。 

 (6)  保険業法第 113 条繰延資産への繰入額及び償却の計算は、定款の規定に基づき行っております。 

      なお、平成 28 年度末において償却を完了しております。 

 (7)   1 株当たりの純資産額は、811,871 円 98 銭です。 
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    令 和 7 年 度               損益計算書 

 

 

                    

       (単位：千円) 

科     目 金   額 

経常収益 14,753,469 

 保険料等収入 14,736,564 

  保険料 9,292,337 

  再保険収入 5,444,227 

 支払備金戻入額 0 

 責任準備金戻入額 16,833 

 資産運用収益 0 

  利息及び配当金等収入 0 

 その他経常収益 71 

  その他経常収益 71 

経常費用 14,610,254 

 保険金等支払金 8,848,775 

  保険金等 723,704 

  解約返戻金等 0 

  再保険料 8,125,071 

 責任準備金等繰入額 1,052 

  支払備金繰入額 1,052 

  責任準備金繰入額 0 

 事業費 5,760,177 

  営業費及び一般管理費 5,257,691 

  税金 489,779 

  減価償却費 12,706 

 その他経常費用 248 

  その他経常費用 248 

経常利益 143,215 

特別利益 

特別損失 

0 

0 

税引前当期純利益 143,215 

法人税及び住民税 37,685 

法人税等調整額 ▲1,631 

法人税等合計 36,054 

当期純利益 107,160 

 

令和  7 年 4 月 1 日から 

令和  8 年 3 月 31 日まで 
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 損益計算書の注記 

 １．収益及び費用に関する金額 

  (1)正味収入保険料 （ 保険料から解約返戻金及び再保険料を控除した金額 ） 

            -)  収 入 保 険 料       9,292,337 千円 

            -)  解 約 返 戻 金               0 千円 

            -)  支 払 再 保 険 料       8,125,071 千円 

              -)  正味収入保険料       1,167,266 千円 

 

  (2)正味支払保険金 （ 保険金等から回収再保険金を控除した金額 ） 

            -) 支 払 保 険 金          723,704 千円 

            -) 回 収 再 保 険 金          649,016 千円 

             -)  正味支払保険金            74,687 千円 

 

 (3)支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額         5,391 千円 

 

  (4)責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額    385,999 千円 

 

  (5)利息収入の資産源泉別内訳   預貯金利息 0 円 

 

  (6)1 株当たりの当期純利益の額   19,483 円 78 銭    

 

 ２．以上のほか、損益の状態を正確に判断するために必要な事項 

   該当事項はありません。 

 


